
定 例 会 議 令和３年度高知県監査委員による定期監査の 令和４年４月13日

資 料 受監結果について 会 計 課

１ 監査の概要

(1) 監査の実施区分

監査委員事務局による監査：県本部、署ともに毎年実施

監査委員による監査：県本部は毎年実施、署は隔年実施（毎年度６署実施）

(2) 監査の結果区分

指摘：法令及び規則等の違反、故意による書類の改ざんなど

注意：指摘に比較して軽易なもの

２ 受監対象及び時期

(1) 県本部

令和３年８月に受監

(2) 署

前期（令和３年４月～５月）：２署（須崎署及び窪川署）

後期（令和３年９月～12月）：10署（上記以外の全署）

＊ 監査委員による監査については窪川署のみ受監

（高知南署、高知東署、室戸署、佐川署、宿毛署は中止）

３ 受監項目

(1) 前年度監査の結果に係る措置状況

(2) 収入事務

(3) 支出事務

(4) 契約事務

(5) 補助金の交付に関する事務

(6) 財産・物品等管理事務

(7) 土木・建築工事に関する事務

４ 受監結果

(1) 指摘事項（１件・前年度比 ±０件）

ア 令和２年12月に１日も出勤していない職員に対して、本来支給することがで

きない同月分の通勤手当を支給していた（本部）

(2) 注意事項（２件・前年度比 －２件）

ア 運転免許窓口事務委託において、予算額を超えて支出していた（本部）

イ 産廃処理委託契約において、契約書に許可証の添付がなかった（南国署）

(3) 問題なし

南国署を除く11署
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定 例 会 議
損 害 賠 償 請 求 事 件 の 判 決 に つ い て

令和４年４月13日

資 料 監 察 課

１ 事件名

名古屋地方裁判所 令和３年（ワ）第1322号 損害賠償請求事件

２ 提訴日

令和３年３月30日（特別送達受領日：同年７月５日）

３ 当事者

(1) 原告

Ａ

(2) 被告

高知県

４ 事件の概要

原告は、過去の自らの交通違反に関し、「検察官が不起訴とした当該違反を原因

として、高知県公安委員会が原告に運転免許停止処分を執行した場合、これを理由

に刑罰の対象とされたときは、憲法が定める一時不再理に反することになる。この

一時不再理の原則に反しないよう立法措置を講じる義務があったにも関わらず、こ

れを怠った不作為により、有罪とされた」として金10万円等の慰謝料を求める等の

損害賠償請求事件を提訴したものである。

５ 判決

(1) 判決日

令和４年３月18日（特別送達受領日：同年３月25日）

(2) 主文

ア 原告訴えのうち、運転免許停止処分書に対する証書真正確認は、却下する。

イ その余の原告の請求を棄却する。

ウ 訴訟費用は原告の負担とする。
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定 例 会 議
特殊詐欺の未然防止に対する謝礼制度の実施について

令和４年４月13日

資 料 生活安全企画課

○ 特殊詐欺の未然防止に対する謝礼制度

(1) 目的

特殊詐欺被害を抑止する中でも、未然防止に係る県民の機運を高め、「だまさ

れても被害金を取られない対策」を推進するため

(2) 名称

「高知家の絆でＳＴＯＰ！特殊詐欺」謝礼制度

(3) 授与対象者

特殊詐欺の犯人にだまされている可能性が高い人に対し、適切な声かけや説得

等により、特殊詐欺被害を直前で防止した者（個人）

(4) 謝礼品

授与対象者１名につき、２千円分のクオ・カード １枚

(5) 開始日

令和４年４月１日

【参考】

１ 令和４年第１－四半期の未然防止状況

(1) 県内の状況

件数：26件（前年比＋12件）

阻止額：約114万円（前年比－約23万円）

(2) 内訳

金融機関職員：９件、阻止額なし（前年比＋４件、－約50万円）

コンビニエンスストア従業員：13件、約108万円（前年比＋６件、＋約20万円）

２ 令和３年中における未然防止向上のための施策

(1) 「ＳＴＯＰ！ＡＴＭでの携帯電話」宣言（10月29日）

高知県金融機関防犯連合会と協働し、ＡＴＭにおい

て携帯電話での通話を「しない、させない」ためのル

ール化をはかっていこうとするもの

(2) 電子マネー購入者用啓発封筒（３月～）

コンビニエンスストア

での販売時に封入し、購

入客への声かけツールと

するもの
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